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新型コロナウイルスの感染状況

1

国内の感染者数の推移

4／16
緊急事態宣言全国に拡大

3／6
県内2例目の感染症

患者発生

2／28

全国の小中学校等に
休業要請通知

津市は刻々と変化する状況に対して、どのような政策判断を行い、
優先して何に取り組んだのか？

学校 暮らし・経済 独自支援

３／６
津市新型コロナウイルス
感染症対策本部会議設置 給付金

（人）

感染への不安拡大
小中学校等の休業

4／20
特別定額給付金予算閣議決定

4/11 ・14 ・16 ・17
1人

6/19
1人（再陽性）

7/28
1人

3/30
1人（注①）

7/31
1人1人 1人 4人

5／25
緊急事態宣言全面解除

5／14
緊急事態宣言39県解除

地方創生臨時交付金予算閣議決定
4／7第１次補正（1兆円）、5/27第2次補正（2兆円）

1／30
ＷＨＯ緊急事態宣言

県内初の感染症患者
発生

8/1～8/31
58人（注②）

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

市民生活の不便
地域経済への打撃

新たな市民生活様式の定着に
伴う暮らしや経済の変化

コロナウイルス
ありきの社会

注①:市外在住、注②:再陽性１人含む

津市在住の感染症患者発生数 9/1～9/30
8人

4／7
7都府県に

緊急事態宣言
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情報を伝える（法律に基づく権限）

■感染症への対応は誰が行うのか？

都道府県知事の指示のもと

例えば・・・
【感染症法 第27条】
○汚染された場所の消毒
【感染症法 第31条】
○生活に必要な水の供給 など

限られた事柄への対応を行う

2

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）」
によって定められている

法律の条文の主語
ほとんどが

厚生労働大臣、または都道府県知事

市町村
都道府県知事の指示により、
「○○することができる」
「○○しなければならない」

感染症に対応する権限と責任は国や県にある

○保健所・薬務感染症対策課を設置

○帰国者・接触者相談センターを設置

○感染症関連情報の公表
【感染症法 第16条（情報の公表）】
第16条 厚生労働大臣及び都道府県知事は、収集した感染症に関する情報について
分析を行い、感染症の発生の状況、動向及び原因に関する情報並びに当該感染症の
予防及び治療に必要な情報を新聞、放送、インターネットその他適切な方法により積極
的に公表しなければならない。
２ 前項の情報を公表するに当たっては、個人情報の保護に留意しなければならない。

故に、三重県は・・・ 一方、市町村は・・・

四日市市：保健所政令市として保健所を設置

例えば・・・
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情報を伝える（基礎自治体の役割）

市民に必要な正しい情報をタイミングを逸することなく、迅速に発表

「感染症法」によって、その役割は明確に定めれている

暮らしや経済活動など、市民生活すべての現場の最前線にあるのは基礎自治体である市
感染症による市民生活のさまざまな影響への関わりや責任からは逃れられない

市民の不安・動揺・混乱に向き合い、寄り添う

感染症対応に関する適切な情報の収集・発信

■必要な正しい情報を発表
○市内の小学生が参加するスポーツの練習会の講師が感染者であった事例
○小学校教職員とＰＣＲ検査対象者との接触があった事例
⇒子どもの安全を第一に、感染者や接触者の人権を尊重しつつ、 独自に情報
収集を行い、学校の対応判断の根拠となった必要な情報を市民と共有

発信日 感染症に関する市長メッセージ（タイトル）

4/10 ①市民生活相談案内窓口を設置

4/13 ②学校・幼稚園の一斉臨時休業

4/16 ③津市内で新たな感染者が発生

4/18 ④緊急事態宣言が全国に拡大

4/22 ⑤公共施設の使用休止

5/1 ⑥連休の外出自粛

5/11 ⑦特別定額給付金の手続書類を発送

5/14 ⑧津市独自の３つの支援策

5/22 ⑨給食無償化、水道基本料金無料化、事業継続支援金

6/1 ⑩特別定額給付金、約86％に支給完了

6/8 ⑪児童生徒１人１台パソコンを配備

■市長自らが情報発信
発信日 感染症に関する市長メッセージ（タイトル）

7/2 ⑫プレミアム付商品券19億6千万円発行へ

8/3 ⑬津市内で再び感染者が発生

8/4 ⑭大学生9名が感染

8/6 ⑮三重大学クラスター22名陽性

8/9 ⑯三重大学クラスタ次第の収束の見通し

8/13 ⑰救急車・特別診察室～徹底した消毒で市民を守ります

8/17 ⑱津市内で新たなクラスターが発生

8/24 ⑲戸木小学校児童の出席停止期間の支援策

8/31 ⑳コロナありきの社会に向けた環境整備

9/4 ㉑地域外来・検査センターの設置

9/18 ㉒津市議会議員の感染 3

しかし・・・
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感染症に関する市民からの声

４月９日、市民が何でも相談できる窓口として、市役所本庁舎８階に
「市民生活相談窓口（059-229-3576）」を設置、１階ロビーに「相談案内係」を配置

4

感染症の状況により、その時々で変わっていく相談内容

感染不安
相談

etc.

国・県支援策
相談

特別定額
給付金相談

津市独自
支援策相談

事業支援
相談

生活困窮
相談

窓口設置以降、相談窓口に寄せられる様々な市民の声

感染再拡大
状況確認

相談内容のうち、特別定額給付金に関すること
⇒３，８８３件（全体の相談件数の６７％）

月 相談件数（総数）
特別定額給付金の

相談件数
割合

４月 １，０８０ ２８１ ２６％

５月 ３，０５０ ２，７４４ ９０％

６月 ９１６ ５８８ ６４％

７月 ３９７ １７３ ４４％

８月 ３３１ ９７ ２９％

４月～６月の相談内容の７２％が
特別定額給付金に関すること！

【相談件数】 ５，７７４件（４月～８月）

給付金への関心の高さ
給付金を必要とする

市民の声
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津市の特別定額給付金給付率の推移

なぜ早期給付がでたのか

申
請
書
の
発
行

5/10

（県
内
最
速
）
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申請〆切

５月１１日の振込開始日から
３週間後の６月１日には
給付率が８４．１１％に！

振込開始

３週間

給付対象件数

【世帯数】１２万７，０８６世帯 【人口】２７万７，２１１人

９９．５２％

5/11 6/1

5

８４．１１％
３箇月（申請期間）

全国自治体の給付率３０．２％
（６月５日時点）

※6/27 日本経済新聞より

さいたま市 3.1％

京都市 3.1％

大阪市 3.1％

千葉市 3.6％

静岡市 3.8％

津市 96.1％

山口市 94.0％

青森市 94.0％

熊本市 94.0％

前橋市 93.8％

（注）6月中旬時点

支給率は地域間格差が大きい

支給率が低い自治体

支給率が高い自治体

津市は・・・
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ばらまき？政策（独自支援策）

6

津市の独自支援策は何を行うべきか？

困っている人を支援する

困っている人は一部の人ではなく、すべての市民が困っている

政策立案の考え方

従来型の地方行政の政策のあり方から頭を切り替える
コロナ禍では・・・

前提となるのは・・・

国や県の支援対象と
ならないところへの支援

コロナの影響の状況に
応じた一刻も早い支援

すべての市民・事業者
を対象した等しい支援

独自支援策を迅速に決定

ウィズコロナ社会に
適合する環境整備
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ばらまき？政策（津市の独自支援策-第１弾①）

7
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ばらまき？政策（津市の独自支援策-第１弾②）

8
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【市長コラム】コロナ禍で行政に求められること

9

令和２年７月１日号
広報津より
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10

１人１台パソコン（津市の独自支援策-第２弾①）



T s u C i t y

【市長コラム】小中学生に１人１台のパソコンを

11

令和２年８月１日号
広報津より
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プレミアム付商品券（津市の独自支援策-第２弾②、第３弾）

12
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ウィズコロナ社会に向けた環境整備（津市の独自支援策-第４弾）

13
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【市長コラム】ウィズコロナ時代に向けた環境整備

14

令和２年９月１日号
広報津より
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ウィズコロナ社会に向けた環境整備（津市の独自支援策-第５弾）

15

季節性インフルエンザ 市町村長が行う定期接種

・接種当日に６５歳以上の人
・接種当日に６０歳以上６５歳未満の人で、心臓、腎臓、呼吸器
の機能等に障がいがあり、日常生活が極度に制限される人

対象者に対し 優先的な接種の呼びかけ

自己負担額１,２００円 自己負担額無 料

令和２年度に限り例 年

例年の予定接種期間

１０月１日 ～ １月３１日１０月１５日 ～ １月３１日

高齢者インフルエンザ予防接種無償化

国の方針を受け、できる限り多くの高齢者に
予防接種を受けていただけるよう検討

令和２年度の接種期間

インフルエンザ予防接種を促し、高齢者等の重症患者の発生
を抑え、新型コロナウイルス感染症との同時流行に備える

追加で必要となる経費 １億２００万円

臨時休業措置等に伴う家計特別支援事業

小・中・義務教育学校
幼稚園、保育所
認定こども園等

児童及び職員の

感染者と最後に濃厚接触した日の翌日から２週間
を基準に臨時休業や出席停止等の措置を講じる

家計特別支援金を交付

小学校、中学校
義務教育学校、幼稚園等

支援金額

臨時休業措置等を行った
学校に在籍している児童

２万円

保育所、認定こども園
小規模保育事業所

臨時休業措置等を行った
保育所等を利用している児童

保育所等を利用しない日数が
５日以内の場合は、１万円

６，０９６万３千円

感染を確認

新型コロナウイルス

・光熱水費
・交通費
・オンライン学習の通信費

など

児童が在宅

急遽、家庭に追加的な
ご負担が生じる

予算額

厚生労働省 令和２年９月１１日付け通知

インフルエンザ予防接種費用 ４，３００円のうち
３，１００円を公費負担 （自己負担額 １，２００円）

例年

定期接種対象者




